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評価ランクの判断基準 
 

【実績評価】 

計画策定時の予定に対し、計画終了時点で達成した内容が質的にどうか。 

項   

目 説                明 

Ａ 計画以上 当初計画の内容を拡大する等計画以上のもの 

計画どおり 当初計画の内容どおりのもの 

段階実施 当初計画の内容どおりであるが、段階的実施としたもの 

多少縮小 当初計画の内容を多少縮小したもの 

大幅に縮小 当初計画の内容を大幅に縮小したもの 

実施不可 当初計画の内容が実施できなかったもの 



 
 
 
 
番号 実      施      項      目 担当部局 完 了 年 度 実 績 評 価 効果額      千円 

計      画      内      容 検  討  及  び  実  施  結  果  

 

 第１ 行財政運営の効率化 
  １ 事務事業の見直し 
   （１）事務事業の休止・廃止・民間委託等 

１ ①国際交流海外派遣事業の休止 総 務 部 平成１１年度 Ａ △２２，７８０千円 
 平成１５年度まで休止し、財政状況が好転した時点で再開

する。その際、個人負担額の増額や派遣選考基準の見直しを

行う。 
 なお、各小中学校に配備されているパソコンによるインタ

ーネットの活用及び市内に居住している外国人との交流な

ど、国内での国際交流機会の増進を図る。 

平成１５年度まで休止する。 
なお、国際交流手段として市内各中学校のパソコンによるイン

ターネットが有効活用されている。 

 

２ ②関豊簡易郵便局業務の廃止 天 羽 支 所 平成１２年度 Ａ ４，６８９千円 
 平成１１年度に地元の説得を含めた調査を行い、平成１２

年度を目標に廃止に向けての検討を進める。 
 

地元の了解が得られたことにより、平成１３年３月３１日をも

って市の業務を廃止し、同年４月１日から新受託者 原 雅弘氏

に業務を継承した。 

 

３ ③共同調理場の業務委託 教 育 部 平成１２年度 Ａ △１６，６０８千円 
 平成１３年度までに業務委託に移行する。 
 

平成１３年４月１日より業務委託した。 

 
１ 



２ 
 

 

４ ④単独校の共同調理場方式化 教 育 部 平成１５年度 Ａ ―――― 千円 
 保育所等の用務員、調理員の定年退職者との調整を行うと

ともに、施設の改修時期を考慮に入れながら、随時共同調理

場に移行し業務委託していく。 

次期基本計画期間内である平成１８年度から２２年度の間に、

市一本化の共同調理場を建設する方針とした。 
なお、この間、調理員の定年退職者との調整として、単独校調

理場のまま業務委託を行う。 
 
 

 

５ ⑤天羽地区葬祭委託業務の廃止 民 生 部 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 

 民間業者の進出により、すでに当初の目的は達成されてお

り、一部地域に偏った業務内容であることから、平成１１年

度から廃止する。 
 
 

平成１１年度をもって廃止した。 

 

    （２）市主催行事 
６ ①新しい方法による市民憲章推進事業の実施 総 務 部 平成１２年度 Ａ ―――― 千円 

  毎年度、これまで単独で開催していた市民憲章推進大会を平成 
１１年度で中止し、平成１２年度より富津市生涯学習推進大会と

共同開催とした。今後も同様に他のイベントと共同で開催する。 
なお、平成１５年度は平成１６年２月１日開催の第４回富津市

生涯学習推進大会と共同開催した。 
 
 

 
 
 
 



 
 
 
 

７ ②ふるさと創生事業 
・市民体育大会 教 育 部 平成１３年度 Ａ ―――― 千円 

 参加者確保の困難性や市民の要望等を踏まえ、今後ふるさ

と創生事業のあり方の中で、市民主体の事業としていくこと

を検討していく。 

 過去１２回にわたって実施した市民体育大会は、競技のマンネ

リ化や選手選考の困難さが叫ばれ平成１１年度をもって中止とし

た。 
 この見直しを図るべく平成１２年度に「体力向上イベント事業

調査研究会」を設置し調査・研究を、平成１３年度からは各種団

体や一般公募からなる実行委員会によりその内容を検討した結

果、新たに「市民の手づくり」によるスポーツイベント「富津市

ふれあいスポーツフェスタ」を今後毎年の体育の日に実施するこ

ととした。 
 

 

８ ②ふるさと創生事業 
 ・産業まつり 

企 画 部

経 済 部
平成１１年度 Ａ ―――― 千円 

 参加者確保の困難性や市民の要望等を踏まえ、今後、ふる

さと創生事業のあり方の中で、市民全体の事業としていくこ

とを検討していく。 
 

平成１１年度をもってふるさと創生事業は廃止し、産業まつり

事業として単独実施とした。 

 

９ ②ふるさと創生事業 
 ・文化事業 

企 画 部

民 生 部
平成１１年度 Ｃ △４，８１９千円 

 参加者確保の困難性や市民の要望等を踏まえ、今後、ふる

さと創生事業のあり方の中で、市民全体の事業としていくこ

とを検討していく。 
 

 平成１１年度をもってふるさと創生事業は廃止し、文化事業と

して平成１５年度は単独実施する。 
なお、平成１５年度は平成１６年１月２５日に「森山良子コン

サート２００４」を富津公民館で開催した。 
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１０ ③新しい方法による文化祭の実施 教 育 部 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 

 参加団体が固定化の傾向にあるため、広い範囲からの市民

参加による文化祭を目指す。 
 

毎年度、新しい企画を取り入れ実施する。 

 

 

１１ ④東京湾口道路建設促進富津花火大会の実施 経 済 部 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 
市の一大イベント化しているため今後も毎年度実施する。 
ただし、打ち上げ時間の短縮等による経費削減及び協賛費

の歳入確保等に努力をした上で、なお財政的な困難が生じた

場合は休止する。 
 

 毎年度実施する。 

 

１２ ⑤市健康まつりの廃止 環 境 部 平成１１年度 Ａ △２，０８０千円 
 単独開催による目的に対しての効果評価が困難なため、平

成１１年度から廃止する。 
 

平成１１年度もって廃止した。 
 

 

１３ ⑥消費生活展の実施 経 済 部 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 
 産業まつりの中へ取り込み、事業経費を要しない方向で実

施する。 
 

平成１１年度から産業まつりに取り込み実施とした。 
 

 
 
 
 



 
 
 
 
１４ ⑦社会教育振興大会 教 育 部 平成１２年度 Ａ ―――― 千円 

平成１２年度をもって廃止する。 
ただし、平成１３年度以降は生涯学習推進体制の方策の中

で整備充実を図る。 

平成１１年度をもって廃止し、平成１２年度からは生涯学習推

進大会として実施した。 

なお、平成１５年度は平成１６年２月１日に富津公民館におい

て、第４回大会を開催した。 
 

１５ ⑧新しい方法による交通安全市民大会の実施 環 境 部 平成１１年度 Ａ △１，８００千円 
 講師を招いての大会は廃止し、経費のかからない啓発活動

の展開を図る。 
 

平成１１年度をもって大会を取り止め、パレードのみの実施と

した。 
 

 

 （３）補助金等 
１６ ①補助金 専 門 部 会 平成１１年度 Ａ  △７０，６４３千円 

 補助金見直しを専門的に取り組む新たな組織を設け、平成

１０年度～１１年度に全ての補助金の見直し作業を行い、平

成１２年度から実施する。 

部会及び財政課で見直しを行い、平成１２年度で１４，０００

千円の削減を行い、更に、平成１３年度で、４，８８１千円の削

減を図り、両年度で１８，８８１千円の削減をした。 
（廃止４６件・休止７件・削減１４件・統合１件、合計６８件） 

 

１７ ②扶助費 民 生 部 平成１２年度 Ａ △２４，２４１千円 
 介護保険制度の動向を見極めながら、平成１０年度～１１

年度に見直しを行い、平成１２年度から実施する。特に、受

益者負担の適正化の観点から、市単独分の扶助費を見直す。

 

 平成１２年６月１日から、紙おむつ等給付事業・はり、灸、マ

ッサージ費助成・難病患者療養見舞金・福祉タクシー事業につい

て、所得割課税世帯に対する給付制限を行った。 
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６ 
 
 
１８ ③使用料・手数料（受益者負担） 財 政 部 平成１１年度 Ａ ２５０，６６３千円 

 受益者負担の適正化の観点から、県及び近隣市と比較し低

額なものを引き上げるよう、担当部局で検討を行う。 
平成１２年４月１日から給食費、７月１日から塵芥処理手数料

及び火葬場使用料の引き上げを行った。今後も検討を行い、近隣

市等と比較し低額なものについて随時引き上げを実施する。 
 

 

１９ ③使用料・手数料（減免基準） 財 政 部 平成１１年度 Ａ ２，２２０千円 
 各種施設等の使用料金の減免基準の見直しを平成１１年度

に行う。 
 

平１２年３月３１日をもって、富津岬荘使用料の減免規定を廃止

した。 
 

 

２０ ⑤委託料 財 政 部 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 
 発注方法及び事業効果・費用効果等を精査の上実施する。

 
 

委託の契約方法については、できる限り競争入札とする。 
 
 

 

２１ ④保育料 市民福祉部 平成１３年度 Ｅ ―――― 千円 
保育料を当該年度の国の徴収基準（定員１５１人以上、所

長設置保育所のもの）に合わせるため、近隣市と調整し実施

する。 
なお、近隣市とのバランス及び子育て支援等への対応から、

現行の保育料の軽減措置は継続する。 
 

現在、近隣市では保育料を当該年度の国の徴収基準に合わせる

ことは、保護者の負担を増大させることにつながるため不可能で

あると見解を示していることから、現状での実施は困難と判断し

た。 
 

 

 

 



 

 

 

 

（４）歳入関係 
２２ ①都市計画税の導入 財 政 部

建 設 部
平成１４年度 Ｂ ―――― 千円 

 都市計画事業の整備促進のため、平成１５年度から課税実

施へ向けての検討を行う。 
 平成１４年９月議会定例会で富津市都市計画税条例が可決され

９月２０日に交付された。 
 都市計画税の導入時期については、昨今の厳しい社会経済情勢

等を勘案し、「平成１９年度までの間において別に条例で定める

日」とした。 
 このことからも、今後、具体的な都市計画事業について広報ふ

っつへの掲載や住民説明会等を実施し、住民の理解を求めてゆく。 
 
 
 

  

 （５）人口増加、定住化施策 
２３ ①企業誘致の促進 企 画 部 平成１１年度 Ｃ ―――― 千円 

市と県企業庁とで企業誘致促進協議会等を設置する。 
また、市独自のパンフレット作成によるＰＲで、これまで

以上の促進を図る。 
 なお、進出企業の地元雇用に対する助成は、機が熟した段

階で別途検討してもらう。 
 
 
 

 引き続き企業庁との協議に沿って誘致活動を行う。 
 また、ＰＲ用パンフレットについても、県企業庁と市で作製し

たものを利用して行く。 
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８ 
 
 

２４ ②地場産業及び観光産業の振興を含めた市のイメージアップ
の推進 経 済 部 平成１２年度 Ａ ―――― 千円 

 地場産業及び観光産業の振興を含めた、市のイメージアッ

プを図るための具体的な施策を考える市民によるプロジェク

トチームを平成１１年度に組織し、活性化のための施策を検

討していく。平成１１年度～１２年度に検討を進め、市の基

本構想に反映さ、平成１３年度から実施していくこととする。

メンバーは広く公募することとし、行政は事務局に徹しその

意見を尊重するようにする。 
 

平成１２年８月２４日に「富津市２１世紀まちづくり地域振興

会議」の最終提言書を受けたことにより、提言内容を市の基本構

想に反映させた。 

 

  ２ 行政運営の合理化 
  （１）民間活力の活用 

２５ ①埋立記念館の管理委託 企 画 部

教 育 部
平成１１年度 Ｅ ―――― 千円 

 平成１１年度に施設利用振興公社等に管理委託を図る。 平成１１年４月１日から教育部所管とし、富津公民館で維持管

理を行っている。 
 

 

２６ ②公用自動車運転業務の民間委託 総 務 部 平成１４年度 Ｃ ―――― 千円 
 運転手付き専用車及びバスについては、運転手の退職に合

わせ随時民間委託化を図る。 
今後、できる限り在職運転手職員の配置替えでの対応を視野に

入れ、全運転業務について運転手職員の退職年並びに民間委託と

の経費比較をふまえ検討した結果、平成２０年度から道路補修業

務を一部民間委託化して行くことが適当と判断した。 
 

 
 
 
 



 
 
 
 
２７ ③ホームヘルパーの民間委託 民 生 部 平成１１年度 Ａ △１,１２５千円 

 すでに民間委託が実施されているが、介護保険制度の導入

等に対処するため、平成１１年度から委託を拡大していく。

介護保険対応のホームヘルパーについては、社会福祉協議会、

各社会福祉法人及びシルバー産業ヘルパーに委託し、市ヘルパー

３名は現体制のまま障害者及び介護保険対象外高齢者に派遣して

いる。 
 

２８ ④行財政改革の外部推進機関の設置 総 務 部 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 
 現行の行財政改革推進懇談会を今後も継続していく。 
 

富津市行財政改革推進懇談会をもって外部推進機関に代えた。 
 
 

 

２９ ⑤市民ボランティアの育成と活用 総 務 部

市民福祉部
平成１４年度 Ｂ ―――― 千円 

 市民ボランティアを育成し、各種イベント等への参画を進

めていく。 
 平成１５年２月に今後の市民ボランティア等の育成と活用を図

る上での方向性を示した「富津市市民公益活動・市民事業支援指

針（素案）」を作成した。 
今後は、これをもとに担当において庁内の組織体制の整備、市

民公益活動等の推進体制の整備・設置等の検討を継続的に進めて

行く。 

  

３０ ⑥審議会等の見直し基準の策定 総 務 部 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 
 委員の選任基準の見直しや女性の参加を取り入れた公募制

度等の導入の検討を行い、その活性化を図る。 
平成１１年３月３１日「富津市付属機関等の設置運営に関する

要綱」を策定し、同年４月１日より施行した。 
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（２）内部業務等の見直し 
３１ ①各部局における主要施策の目標管理 各 部 局 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 

 所管する管理者が中心となり目標管理を実施する。 
 
 

 各部局において取組済 
 

 

３２ ②本庁舎宿直業務の直営化について 財 政 部 平成１３年度 Ｅ ―――― 千円 
 直営により一定の費用効果は期待できるが、空調設備等の

機器操作に専門的な取扱の習得を要することと、人員削減を

進める中で十分な勤務体制がとれないことなどから、継続検

討とする。 

 本業務を実施することにより、通常業務遂行の確保及び健康管

理への配慮等憂慮すべき問題が生じること、また、単なる宿直業

務ではなく警備等の知識が必要となり、職員での対応は困難であ

ることから、本業務は現行のまま継続することとした。 
 
 

 

３３ ③本庁清掃委託業務の一部職員で実施 財 政 部 平成１１年度 Ｃ △５２５千円 
 執務室の床掃除については、平成１１年度から勤務終了後

職員が行う。 
 清掃業務委託は、トータルコストで計算していることから経費

の削減にはならず、逆に割高となるため床清掃については現状の

ままとした。 
 但し、蛍光灯の清掃については、経費の削減となるため平成 
１１年度から実施している。 
 
 

 
 
 
 



 
 
 
 
３４ ④公用自動車の管理一元化 財 政 部 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 

 平成９年度の各部局の公用車使用状況を分析し、部局によ

る集中管理方式の徹底を図り、車両の削減を行う。さらに車

両の有効利用と削減を進めるため、全庁的な車両利用の集中

管理の方策を検討する。 
 
 

平成１１年７月１日よりパソコンによる予約システムを実施し

た。 

 

３５ ⑥学校用務員の臨時化 教 育 部 平成１１年度 Ａ △２６，４０３千円 
 用務員退職者の補充はせず、臨時職員による対応を随時実

施していく。 
 

今後も退職者の補充はせず、臨時職員による対応を随時実施し

て行く。 
平成１５年度は大貫中学校、富津・飯野・大貫・吉野・佐貫・

湊・天神山・金谷各小学校が実施済である。 
 
 

 

３６ ⑤庁内間での送付・回答文書の表紙等の廃止 総 務 部 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 
 内部事務簡素化のため、庁内通知により徹底を図る。 
 
 

平成１１年４月８日付けで、各課（室）長宛に通知し徹底を図

った。 
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３７ ⑦遊休市有地及び利用の少ない公共施設等の活用 
財 政 部 平成１４年度 Ｂ ７，６１６千円 

教 育 部 平成１３年度 Ｅ ―――― 千円 
 市未利用地を有効に活用するとともに、利用の少ない市有

施設の利用を促進する。特に、小中学校の余裕教室について

は多目的な利用を図る。 

（財政部） 
現状残された遊休市有地は、単独利用の図れないものや諸条件

の付されているものばかりであることから、これ以上の利用手段

が見出せない状況である。 
また、処分についても短期的な解決が困難であることから、今

後担当において長期的に進めて行く。 
（教育部） 
一時的余裕教室は、現在各学校とも少人数学級や特別教室等と

して活用しており実際余裕教室は無い状況であり、また、将来の

学級編制基準改定では学級数の増加が見込まれることから、将来

教室の不足も考えられる。 
その他転用にかかる改造費、国庫補助対象校舎の財産処分、管

理区分の明確化等の問題点も多くあることから、一時的余裕教室

の利用については現状のままとすることとした。 
 

 

３８ ⑧行政評価制度の検討 専 門 部 会 平成１４年度 Ａ ―――― 千円 
 多様化する市民ニーズに的確に対応するため、従来の行政

活動を効果という観点から行政評価制度の導入に向け検討す

る。 

平成１８年度に本格導入とした「行政評価制度導入の基本方針」

を平成１５年３月に策定した。 
今後は本方針を基に、総合政策部において実施に向けた具体的

な事務を進める。 

 

 
 
 
 



 
 
 
 
３９ ⑨総合窓口設置の検討 専 門 部 会 平成１４年度 Ｅ ―――― 千円 

 市民サービスの向上と事務処理の効率化を目的とし、一ヶ

所で複数の事務手続きを可能とした、ワンストップサービス

を推進するための総合的な窓口体制の構築を検討する。 

 現庁舎移転時の窓口体制整備の経緯も踏まえ、確実性を重視す

るとした観点から特に税証明について検討した結果、総合窓口体

制は現況下では困難であると判断し、窓口体制は従来どおりとし、

来庁者の導線を配慮した待合フロアの改善に止めることとした。 

 

 

 

第２ 財政健全化への取り組み 
  １ 中長期財政計画の策定 
４０ （１）中長期財政計画の策定 財 政 部 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 

中長期的な財政の健全化を目標とする。 
また、各年度の状況を把握し、絶えず財政計画をローリン

グしながら計画行政を推進する。 
 
 

平成１１年１１月に平成１２年度から１６年度までの財政健全

化計画を策定した。 
 

 
２ 税収体制の強化 

４１ （１）税収体制の強化 財 政 部 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 
 税に対する公平性や納税意識の高揚を図り、特別滞納整理

班の設置等を検討するなど徴収体制を強化し、年々増加する

未納額の解消に努める。 
 
 

平成１１年４月１日から収税課を徴収対策室に改称し、室内に

滞納整理班を設置した。（平成１３年度より納税課納税推進班に

改称） 
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第 3 給与及び定員管理の適正化 
  １ 給与の適正化 
４２ （１）特殊勤務手当の見直し 総 務 部 平成１１年度 Ａ △６，３４５千円 

 職員の勤務が著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務、

その他著しく特殊な勤務と本制度の趣旨を基本として、全て

の特殊勤務手当を総点検する。 
 その際、見直し基準により抜本的な見直しを行う。 
 
 

平成１１年３月２９日に「一般職の特殊勤務手当支給規則」の

一部改正を行い、同年４月１日から施行した。 
 

 

 

     ２ 定員管理の適正化 
４３ （１）定員管理適正化計画の策定 総 務 部 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 

 定員モデル試算値を基準の一つとし、職員定数を抑制しつ

つ、新たな行政需要を視野に入れ、組織機構の見直しも含め

策定する。 
 
 

平成１２年３月に「定員管理適正化計画」を策定した。   
 

 

４４ （２）勧奨退職の促進 総 務 部 平成１２年度 Ａ ―――― 千円 
 職員の新陳代謝を促進し、計画的人事管理を図るため、現

在の要綱の見直しや実施方法について検討する。 
 

平成１２年９月２７日に「富津市職員の退職勧奨に関する要綱」

を改正し、個別文書の発送による勧奨を５７才を超える職員から 
５５才を超える職員へと変更した。 
 
 

 
 
 
 



 
 
 
 
  第４ 時代に即応した組織・機構の再編 
     １ 組織・機構の見直し 
４５ （１）組織・機構の見直し 専 門 部 会 平成１２年度 Ａ ―――― 千円 

 スクラップアンドビルドを基本とした事務事業の見直し、

事務の簡素化効率化等により「最小の経費で最大の行政効果」

を達成するため組織・機構の見直しを図る。 

平成１３年４月１日より２部３課７係減の１３部局３９課室７

６係とし、平成１５年４月１日より、更に５係減とした１３部局

３９課室７１係の組織体制とした。 
 

 

４６ （２）農村青少年研修センターの管理運営 経済環境部 平成１５年度 Ｅ  △４，５０４千円 

 施設目的での利用者が減少しているなか、用途変更等を視

野に入れ、本施設の有効利用を図る。 
 

財政健全化対策の実施により、平成１２年度から当分の間休止

としており、現在、最低限の維持管理のみを行っている。 

施設目的での利用者が減少しているなか、用途変更等を視野に

入れ、本施設の有効利用を図るため、県との協議を重ねてきた結

果、実施期間内での結論が見出せないことから、引き続き第二次

富津市行財政改革推進実施計画の実施項目として「農村青少年研

修センターの廃止」と計上し、実施に向け積極的に推進する。 
 

 

４７ （３）保育所の統合 民 生 部 平成１１年度 Ａ △７４，４６０千円 
 少子化社会を迎え、児童に対する集団保育の意義や職員の

適正配置を考慮するとともに、施設管理等の充実を図るため、

佐貫第二保育所を佐貫保育所に統合する。 
 

平成１１年３月３１日をもって佐貫第二保育所を廃止し、佐貫

保育所に統合した。 
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４８ （４）市民会館の管理運営 民 生 部 平成１２年度 Ｅ ―――― 千円 

 経費節減に向け、施設利用振興公社等への委託を検討する。  平成１３年４月１日より、民生部から教育部に組織替えし、公

民館的運用を図ることから委託は実施しないこととした。 
（平成１３年３月２８日「富津市公民館並びに市民会館の設置及

び管理等に関する条例」制定） 
 
 
 

 

４９ （５）出先機関の見直し 民 生 部

天 羽 支 所
平成１２年度 Ｃ ―――― 千円 

 市民サービスを重点に置きつつ、簡素で効率的な組織・機

構を目指し、縮小等を検討する。 
 組織・機構の見直しに伴い、平成１３年４月１日から天羽支所

を市民福祉部天羽行政センターに組織替えをした。 
 
 
 

 

５０ （６）公共施設の民間委託 専 門 部 会 平成１４年度 Ａ ―――― 千円 
 保育所の管理運営について民間への委託を検討する。 
 

平成１８年度から施設無償譲渡、土地無償賃貸借とした移管方

式により、全保育所を対象に順次民営化を進める。 
なお、今後実施に向けた具体的な事務については、市民福祉部に

おいて進める。 
 
 
 

 

 

 

 



 

 

 

 

  ２ 人材の育成 
５１ （１）人材育成に関する基本方針の策定 総 務 部 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 

地方分権の推進が実行の段階に到り、新しい地方自治を迎

えようとしている。 
また、少子・高齢化の進展、価値観や生活様式の多様化な

ど、様々な分野で構造的変化に直面しており、多岐・多様な

行政需要に応じられる職員の能力開発を効果的に推進するた

め、具体的かつ実効性ある人材育成に関する基本方針を策定

する。 
 
 
 

  平成１０年１２月に「人材育成に関する基本方針」を策定した。 

 

第５ 行政の情報化等について 
  １ 行政情報のネットワーク化と事務処理のＯＡ化 
５２ （１）電算化基本計画の策定 専 門 部 会 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 

 計画的・体系的にＯＡ化を進展させることにより、事務処

理の簡素・迅速化を図り、市民サービスの向上を目指す。そ

のため、電算化基本計画を策定し、機器とソフトの導入並び

に情報の有効活用の手法を検討する。 
 
 
 

平成１１年８月に「富津市情報化基本計画」を策定した。 
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５３ （２）パソコン台数の増とネットワーク化 総合政策部 平成１５年度 Ｂ ２５，２９３千円 

 電算化基本計画の策定に先立ち、現在の各課１台体制を、

必要な職員に対する 1 人 1 台配置を目標としてパソコン台数
の増を図り、ＯＡ化の効果を迅速に発揮可能な体制を整備す

る。 
また、電子自治体の実現に向け、パソコンの基盤整備を行

った上で、庁内はもとより国及び地方公共団体間を結ぶ総合

的な行政ネットワークの構築や行政手続きのオンライン化を

図り、行政の簡素・効率化及び市民等の利便性の向上に努め

る。 

 パソコン台数については、平成１５年８月に３１０台を増設し、

事務用パソコンは合わせて４１０台となり、必要な職員一人一台

の配置を達成した。 
また、ネットワーク化については、平成１３年度に再構築し、

庁内ＬＡＮの環境整備を図った。 
なお、今後は行政手続のオンライン化（電子申請）をはじめと

する事務処理のＯＡ（ＩＴ）化の推進に留まらず、多様な市民ニ

ーズに対応するための電子自治体の構築を目標に平成１５年５月

に設置した「富津市ＩＴ活用推進会議」において、新たなプラン

を策定し、ＩＴを活用した各種施策を総合的・計画的に推進する。 
 
 
 

 

（３）電算化優先事項 
５４ ①戸籍の電算化 市民福祉部

総合政策部
平成１４年度 Ｅ ―――― 千円 

 電算化基本計画への取り込みとは別途、市民サービスの向

上に直結する対象であり、また、他市町村との整合を図り、

経年による原簿滅失・き損に対処するため、検討着手後、大

綱計画期間内の導入に努力する。 

 これまで所管課において、実施期間内での導入に向け調査検討

を進めてきたが、第１次基本計画の実施計画見直しにより平成 

１８年度以降の実施となったことから、今後は他の電算化事項と

同様に平成１５年５月に設置した「富津市ⅠＴ活用推進会議」に

おいて引き続き検討する。 
 
 
 

 
 
 
 



 
 
 
 

５５ ②住民票の写し等自動交付機 市民福祉部

総合政策部
平成１４年度 Ｅ ―――― 千円 

 電算化基本計画への取り組みとは別途、市民サービスの向

上を図るため、費用と効果を勘案しつつ、導入の検討に着手

する。 
 

 導入設置費及び維持管理費に相当な経費を要し、かつ、導入事例

を調査した結果、その効果が低いため、今後は施設予約などの多

機能端末の導入も含め、引き続き市民サービスの改善策の検討を

進める。 

 
２ 市民への情報提供施策の充実等 

５６ （１）情報（公文書）公開制度の確立 総 務 部 平成１１年度 Ａ ―――― 千円 
 民主的な市政は、市民と行政が一体となり発展を図ってい

くという姿勢を基本として運営されることが理想であり、市

民と行政が市政に関する重要問題を共に考えながら市政の発

展を目指すべきである。 
 そのため、個人情報の保護等に充分に配慮しつつ、市民の

知りたい情報が容易に、かつ、的確に入手できることが重要

な要素として欠かせない。 
 よって、市の機関にその保有する情報を市民からの請求に

応じて公開することを義務づける、情報（公文書）公開制度

を確立する。 

平成１１年３月２９日に「富津市公文書公開条例」を制定し、同

年１０月１日から施行した。 
なお、平成１２年４月から実施機関に議会を加えるとともに、平

成１０年度以前の公文書についても同年４月から公開対象とし

た。 

 

５７ （２）個人情報保護制度 専 門 部 会 平成１３年度 Ａ ―――― 千円 
 自己に関する個人情報の開示や、訂正等を請求する権利を

保障するとともに、市が保有する個人情報の取扱基準を定め、

個人の権利利益の保護と、行政への信頼を確立するための制

度の検討に着手する。 

 平成１３年３月２８日に「富津市個人情報保護条例」を制定し、

同年１０月１日から施行した。 
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第６ 外郭団体の活性化 
１ 外郭団体への援助等の見直し 

５８ （１）（財）富津市施設利用振興公社 専 門 部 会 平成１３年度 Ａ ―――― 千円 
（財）富津市施設利用振興公社に派遣している職員を削減

するための検討を行う。 
平成１４年３月に「外郭団体への援助等の見直しについて」の

報告書を策定し、同月、（財）富津市施設利用振興公社理事長へ提

言を行った。 
 
 

 

５９ （２）（社）富津市社会福祉協議会 専 門 部 会 平成１３年度 Ａ ―――― 千円 
（社）富津市社会福祉協議会への助成のあり方について検

討を行う。 
平成１４年３月に「外郭団体への援助等の見直しについて」の

報告書を策定し、同月、（社）富津市社会福祉協議会会長へ提言を

行った。 
 
 

 


